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弁護士法人北浜法律事務所 代表
北浜グループ CEO

森本 宏

希望に満ち溢れた一年が幕を明けました。

2023年は、北米プラクティスグループのメンバーによる日米の法文化の違いをテーマにした特集からスタートします。

コロナ禍を乗り越え、国際取引が正常化に向け歩を進める一方、

国際情勢は混沌としており、先を見通すことが難しい状況です。

そのような中でも、ビジネスが足止めされることのないよう、

法文化の違いも含め、国際取引に関連する法規制をリアルタイムに把握することが肝要です。

本号が読者の皆様のお役に立てることを願っております。
メステッキー ジェリー 外国法事務弁護士 J ir i  Mestecky

Profile

東京大学法学部卒。ニューヨーク、シンガポールでの実務経験
を経てニューヨーク州弁護士登録。2007年より弁護士法人北
浜法律事務所代表社員。複雑化・長期化・高額化しがちな国際
紛争を、訴訟・仲裁・調停などのクライアントにとって最適な手
段で解決する。国際案件の仲裁ができる数少ない専門家とし
て企業の信頼が厚く、日本仲裁人協会理事、日本国際紛争解
決センター事務局次長も務める。

北浜法律事務所パートナー弁護士。日本、米国ニューヨーク
州及びカリフォルニア州の弁護士資格を有する。グローバル
企業の社内弁護士、米国、フィリピン及びマレーシアの法律
事務所勤務、及び米国企業での執務経験があり、インバウン
ド、アウトバウンド案件のいずれにも対応可能。国際取引、労
務、知的財産、訴訟の分野を中心に取り扱っている。

外国法事務弁護士（米国イリノイ州弁護士資格）で、大阪を拠
点とする法律事務所で初めての外国人パートナー。2003年か
ら北浜法律事務所に在籍し、それ以前はイリノイ州のシカゴ
で6年間、日本や海外のクライアントに対して弁護士活動を
行う。また、在日米国商工会議所関西支部会頭も務め、長年、
日本における国際的なビジネス界に深く関わっている。

日米の法文化の違いから生じる
国際取引のトラブルとは？
国際法務の重要性が高まる昨今。

北浜法律事務所NAPG（北米プラクティスグループ）には

米国で弁護士資格を取得し、

現地法律事務所勤務の経験をもつ弁護士が多数所属しています。

米国における豊富なネットワークを活かしながら

リーガルサービスを提供しているNAPGメンバーが

国際取引における留意点とリスク対策を語ります。
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特 集

日米法務に精通した経験豊富な弁護士が、

的確なアドバイスを通じて

貴社のビジネスをサポートいたします。

東京事務所 TEL 03-5219-5151　大阪事務所 TEL 06-6202-1088
福岡事務所 TEL 092-263-9990

日米の法文化の違いから生じる国際取引のトラブルとは？

https://www.kitahama.or.jp/

メ
ス
テ
ッ
キ
ー　

北
浜
法
律
事
務
所
は
、
北

米
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
グ
ル
ー
プ
（
以
下
「
Ｎ
Ａ

Ｐ
Ｇ
」）
を
擁
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
国

内
外
の
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
に
対
し
て
、
ア
メ
リ

カ
、
カ
ナ
ダ
、
メ
キ
シ
コ
で
の
問
題
に
関
す

る
リ
ー
ガ
ル
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
の

も
の
で
、
日
本
の
依
頼
者
の
北
米
地
域
へ
の

ア
ウ
ト
バ
ウ
ン
ド
案
件
だ
け
で
は
な
く
、
北

米
地
域
の
依
頼
者
の
日
本
へ
の
イ
ン
バ
ウ
ン

ド
案
件
も
数
多
く
対
応
し
て
い
ま
す
。

 

児
玉　

Ｎ
Ａ
Ｐ
Ｇ
の
特
色
は
、
ま
ず
、
メ

ン
バ
ー
で
す
。
ア
メ
リ
カ
の
著
名
な
ロ
ー
ス

ク
ー
ル
へ
留
学
し
、
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
州
、
カ

リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
、
ノ
ー
ス
カ
ロ
ラ
イ
ナ
州

及
び
イ
リ
ノ
イ
州
と
い
っ
た
様
々
な
州
で
弁

護
士
資
格
を
取
っ
て
、
ア
メ
リ
カ
各
地
の
法

律
事
務
所
で
勤
務
し
た
経
験
を
有
す
る
弁
護

士
が
多
数
い
ま
す
。
進
出
か
ら
人
事
労
務
、

知
財
管
理
、
紛
争
、
倒
産
、
撤
退
ま
で
、
幅

広
い
法
分
野
を
カ
バ
ー
し
て
い
ま
す
。
米
国

出
身
で
、
事
務
所
の
パ
ー
ト
ナ
ー
で
も
あ
る

ジ
ェ
リ
ー
さ
ん
が
Ｎ
Ａ
Ｐ
Ｇ
の
リ
ー
ダ
ー
で

す
が
、
ジ
ェ
リ
ー
さ
ん
は
、
日
本
で
の
経
歴

も
か
な
り
長
く
、
日
本
語
は
も
ち
ろ
ん
、
日

本
の
文
化
・
慣
習
に
も
精
通
し
て
い
て
、
依

頼
者
の
方
々
に
い
つ
も
驚
か
れ
ま
す
。

 

メ
ス
テ
ッ
キ
ー　

そ
う
で
す
ね
。
私
は
13

歳
の
夏
に
初
来
日
し
て
以
来
、
日
本
に
惹
き

つ
け
ら
れ
、
大
学
で
は
藤
原
定
家
や
与
謝
野

晶
子
を
研
究
し
て
い
ま
し
た
。
そ
こ
か
ら
弁

護
士
を
目
指
し
、
北
浜
法
律
事
務
所
に
は
２

０
０
３
年
に
入
り
ま
し
た
。
在
日
米
国
商
工

会
議
所
の
関
西
支
部
の
代
表
を
務
め
た
際
に

は
外
資
系
企
業
の
役
員
の
方
々
と
い
つ
も
意

見
交
換
を
す
る
な
ど
し
て
、
企
業
が
抱
え
て

い
る
ビ
ジ
ネ
ス
上
の
問
題
点
を
理
解
す
る
よ

う
に
し
て
き
ま
し
た
。
こ
れ
は
Ｎ
Ａ
Ｐ
Ｇ
の

メ
ン
バ
ー
全
て
に
共
通
す
る
こ
と
で
、
企
業

の
ビ
ジ
ネ
ス
を
理
解
し
て
リ
ー
ガ
ル
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
す
る
点
が
強
み
な
の
で
す
。

 

下
西　

確
か
に
。 

Ｎ
Ａ
Ｐ
Ｇ
に
は
、
私
を
含

め
、
企
業
の
法
務
部
に
て
勤
務
し
た
経
験
が

あ
る
弁
護
士
も
多
数
在
籍
し
て
い
ま
す
。
こ

の
経
験
は
貴
重
で
す
。
単
に
外
部
弁
護
士
と

し
て
ア
ド
バ
イ
ス
す
る
の
で
は
な
く
、
企
業

の
方
々
の
目
線
に
立
つ
こ
と
が
で
き
ま
す
か

ら
。
弁
護
士
の
ア
ド
バ
イ
ス
を
踏
ま
え
て
実

際
に
社
内
で
ア
ク
シ
ョ
ン
を
起
こ
そ
う
と
す

る
場
面
を
想
像
し
て
リ
ー
ガ
ル
ア
ド
バ
イ
ス

を
行
う
こ
と
が
で
き
る
の
で
す
。

 

メ
ス
テ
ッ
キ
ー　

Ｎ
Ａ
Ｐ
Ｇ
は
、
北
米
地

域
を
広
く
カ
バ
ー
す
る
多
数
の
現
地
法
律
事

務
所
と
、
強
い
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
有
し
て
い

ま
す
。
彼
ら
は
日
本
企
業
と
も
よ
く
仕
事
を

し
て
お
り
、
日
本
の
依
頼
者
の
ニ
ー
ズ
を
熟

知
し
て
い
ま
す
。
現
地
弁
護
士
に
よ
る
対
応

が
必
要
に
な
る
場
合
で
も
、
案
件
の
性
質
、

専
門
分
野
、
そ
の
他
依
頼
者
の
費
用
感
や
希

望
等
に
応
じ
て
、
現
地
法
律
事
務
所
を
使
い

分
け
、
最
も
依
頼
者
の
利
益
に
か
な
う
形
で

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
、
か
つ
シ
ー
ム
レ
ス
に
対
応

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

下
西　

私
た
ち
が
よ
く
質
問
さ
れ
る
こ
と
に
、

「
日
本
企
業
が
、
北
米
地
域
、
特
に
ア
メ
リ

カ
で
ビ
ジ
ネ
ス
を
行
う
場
合
、
特
に
気
を
付

け
て
お
く
べ
き
点
は
？
」
と
い
う
の
が
あ
り

ま
す
ね
。

メ
ス
テ
ッ
キ
ー　

ア
メ
リ
カ
で
は
、
法
律
分

野
も
細
分
化
・
専
門
化
さ
れ
て
い
る
の
で
、

各
分
野
で
様
々
な
注
意
点
が
あ
る
か
と
思
い

ま
す
が
、
国
際
取
引
に
お
い
て
は
、
日
米
で

契
約
書
に
関
す
る
考
え
方
が
異
な
る
点
が
多

く
、
そ
れ
が
原
因
で
ト
ラ
ブ
ル
と
な
る
こ
と

が
最
も
多
い
で
す
。
日
本
で
は
、
契
約
書
に

記
載
の
な
い
事
態
が
発
生
し
た
場
合
に
は
、

当
事
者
間
で
ま
ず
話
し
合
っ
て
、
常
識
的
で

穏
便
な
解
決
を
目
指
そ
う
と
し
ま
す
。
一
方

で
、
ア
メ
リ
カ
で
は
、
将
来
紛
争
に
な
る
お

そ
れ
の
あ
る
事
項
が
あ
る
の
で
あ
れ
ば
、
で

き
る
限
り
契
約
書
で
明
確
に
定
め
て
お
こ
う

と
し
ま
す
。
紛
争
が
顕
在
化
す
れ
ば
す
ぐ
に

訴
訟
等
の
法
的
手
続
が
提
起
さ
れ
る
た
め
、

裁
判
所
等
の
第
三
者
が
見
て
も
そ
の
内
容
が

明
確
に
な
っ
て
い
る
か
ど
う
か
、
と
い
う
点

が
常
に
意
識
さ
れ
ま
す
。
そ
し
て
、契
約
書
に
、

少
し
で
も
自
己
に
有
利
な
規
定
を
盛
り
込
も

う
と
交
渉
し
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
根
本
的
な

考
え
方
の
違
い
を
理
解
し
て
お
く
必
要
が
あ

り
ま
す
ね
。

児
玉　

私
は
国
際
仲
裁
な
ど
の
国
際
的
な
紛

争
解
決
を
専
門
に
し
て
い
ま
す
が
、
契
約
書

作
成
時
点
で
、
紛
争
解
決
条
項
を
ど
の
よ
う

に
定
め
る
か
と
い
う
点
に
つ
い
て
も
注
意
が

必
要
だ
と
感
じ
ま
す
。
ア
メ
リ
カ
の
裁
判
所

で
訴
訟
を
す
る
と
、
陪
審
制
が
あ
る
た
め
結

論
が
予
想
で
き
な
い
、
証
拠
開
示
に
莫
大
な

時
間
と
費
用
が
掛
か
る
、
双
方
が
自
己
に
有

利
と
思
わ
れ
る
判
例
を
無
数
に
引
用
し
て
応

酬
す
る
、
と
い
っ
た
問
題
も
あ
り
ま
す
。
そ

れ
も
あ
っ
て
、
契
約
書
に
お
い
て
仲
裁
や
調

停
を
紛
争
解
決
方
法
と
し
て
定
め
る
こ
と
も

多
い
で
す
が
、
当
事
務
所
で
は
、
仲
裁
地
を

ど
こ
に
す
る
か
、
交
渉
や
調
停
の
条
項
を
ど

う
盛
り
込
む
か
と
い
っ
た
ご
相
談
に
も
、
仲

裁
人
や
代
理
人
と
し
て
の
経
験
を
踏
ま
え
て

ア
ド
バ
イ
ス
を
差
し
上
げ
て
い
ま
す
。

下
西　

い
わ
ゆ
る
「
グ
ロ
ー
バ
ル
モ
ビ
リ

テ
ィ
」（
国
際
間
の
人
事
異
動
）
に
関
す
る

問
題
も
あ
る
よ
う
に
思
い
ま
す
。
例
え
ば
、

ア
メ
リ
カ
で
ビ
ジ
ネ
ス
を
す
る
に
あ
た
っ
て

日
本
か
ら
現
地
に
人
を
送
る
必
要
が
生
じ
、

現
地
の
ビ
ザ
取
得
が
問
題
と
な
っ
て
く
る
こ

と
が
あ
り
ま
す
。
ア
メ
リ
カ
で
は
昨
今
移
民

政
策
に
つ
い
て
厳
格
化
し
て
お
り
、
規
制
内

容
が
よ
く
変
更
さ
れ
る
た
め
、
い
ざ
人
を
送

ろ
う
と
思
っ
て
も
ビ
ザ
の
取
得
に
つ
い
て
う

ま
く
い
か
ず
、
ご
相
談
を
い
た
だ
く
こ
と
も

あ
り
ま
す
。
ま
た
、
反
対
に
す
で
に
ア
メ
リ

カ
で
ビ
ジ
ネ
ス
を
行
っ
て
い
る
企
業
が
現
地

の
優
秀
な
ア
メ
リ
カ
人
を
日
本
に
呼
び
寄
せ

た
い
と
い
う
場
合
に
相
談
を
頂
く
こ
と
も
あ

り
ま
す
。
２
０
２
２
年
10
月
か
ら
は
コ
ロ
ナ

に
よ
る
入
国
者
制
限
も
緩
和
さ
れ
て
お
り
、

今
後
感
染
状
況
も
落
ち
着
き
を
見
せ
て
く
れ

ば
、
さ
ら
に
「
グ
ロ
ー
バ
ル
モ
ビ
リ
テ
ィ
」

が
活
発
化
し
て
い
く
の
で
は
な
い
か
と
思
い

ま
す
。

 

メ
ス
テ
ッ
キ
ー　

北
浜
法
律
事
務
所
で
は
、

「
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
と
と
も
に
」
と
い
う
理
念

を
最
も
大
切
に
し
て
い
ま
す
。
北
米
関
係
で

問
題
が
発
生
し
た
場
合
な
ど
、
法
務
担
当
者

の
方
々
は
い
ろ
い
ろ
不
安
に
思
わ
れ
る
こ
と

も
多
い
か
と
思
い
ま
す
が
、
私
た
ち
弁
護
士

は
、
法
務
担
当
者
の
方
々
の
か
ゆ
い
と
こ
ろ

Ｎ
Ａ
Ｐ
Ｇ
は

深
い
ビ
ジ
ネ
ス
理
解
で
最
適
な

リ
ー
ガ
ル
ア
ド
バ
イ
ス
を
行
う
。

国
際
取
引
の
ト
ラ
ブ
ル
の
多
く
は
、

契
約
書
に
関
す
る

考
え
方
の
違
い
か
ら
。

に
手
が
届
く
よ
う
な
、
依
頼
者
に
寄
り
添
う

サ
ー
ビ
ス
が
提
供
で
き
る
よ
う
に
常
に
心
が

け
て
い
ま
す
。 

Ｎ
Ａ
Ｐ
Ｇ
で
は
北
米
法
務
に

関
す
る
幅
広
い
法
分
野
を
カ
バ
ー
し
て
お
り

ま
す
の
で
、
お
気
軽
に
ご
相
談
い
た
だ
け
れ

ば
と
思
い
ま
す
。

法
文
化
の
認
識
と
ビ
ジ
ネ
ス
の
理
解
。

米
国
を
知
る
メ
ン
バ
ー
が
依
頼
者
に
寄
り
添
う
。



米
国
に
お
け
る

ウ
イ
グ
ル
強
制
労
働
防
止
法
の
施
行
と

日
本
企
業
が
留
意
す
べ
き
ポ
イ
ン
ト

越境取引と米国輸出管理法

月刊住職（興山舎）

法務 Troubleshooting

河浪 潤 弁護士 Jun Kawanami

2012年大阪大学法学部法学科卒業。北浜法律事務所入所後、ハー
バード・ロースクールへの留学、シンガポール・フィリピンの大手法
律事務所での勤務を経験。海外、特に、東南アジア地域、その他の
新興国への日本企業の進出・企業買収、進出後の紛争解決、国際商
事取引に多く携わる。また、持続的な成長を見据えた企業が社会課
題に取り組むため、ESG（環境・社会・ガバナンス）対応、特に「ビジ
ネスと人権」の問題について、法的側面からサポートしている。

Profile

国
際
情
勢
が
与
え
る
法
規
制
の
変
化

Relay colum
n

Profi le

生田 美弥子 弁護士 Miyako Ikuta

クロスボーダーM＆A、知財・データプライバ
シー、国際仲裁等を取り扱う。主に日本企業
による欧米への出資・買収案件や海外のグ
ループ会社に関する企業法務に強みを持つ。

File
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ビジネスパーソンの休憩時間

バージニア大学への留学

Have a little break

藤田 俊輔 弁護士
Shunsuke Fuj ita

Profileアメリカ
留学

藤田 俊輔弁護士の

今年の夏より、バージニア大学ロースクールのLLMプログラムに
参加しています。トマス・ジェファソンが創立したこの大学は、キャ
ンパスが緑に溢れて美しく、また学生も優秀で、勉強に取り組むに
はとても良い環境です。今学期は、M&Aに関連した授業やゼミを
中心に受講しており、どれも大変興味深いものばかりです。
英語でのやり取りにはまだ苦労しており、授業中に冷や汗をかくこ
とも多々ありますが、クラスメイトと励まし合いながら日々過ごし
ています。

その
輸出
、

許可
が必
要か
も？

私たちの生活を
決して強制労働の上に
成り立たせては
なりません！

米
国
で
は
、
強
制
労
働
に
よ
っ
て
採
掘
、

生
産
又
は
製
造
さ
れ
た
製
品
の
輸
入
を
差
し

止
め
る
命
令
（
Ｗ
Ｒ
Ｏ
）
が
近
年
、
多
く
発

出
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
ま
す
（
１
９
３

０
年
関
税
法
３
０
７
条
）。
２
０
２
１
年
１
月

に
は
、
新
疆
ウ
イ
グ
ル
自
治
区
に
由
来
す
る

綿
と
ト
マ
ト
の
輸
入
が
全
て
禁
止
さ
れ
る
Ｗ

Ｒ
Ｏ
が
発
出
さ
れ
、
ユ
ニ
ク
ロ
の
綿
シ
ャ
ツ

も
ロ
サ
ン
ゼ
ル
ス
の
港
で
差
し
止
め
ら
れ
ま

し
た
。
同
社
は
、
再
審
査
を
申
請
し
、
原
料

の
綿
が
中
国
外
か
ら
調
達
さ
れ
強
制
労
働
が

な
い
旨
の
説
明
を
し
ま
し
た
が
、
証
明
が
不

十
分
と
し
て
却
下
さ
れ
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
２
０
２
２
年
６
月
に
施
行
さ
れ

た
「
ウ
イ
グ
ル
強
制
労
働
防
止
法
（
Ｕ
Ｆ
Ｌ

Ｐ
Ａ
）」
に
よ
っ
て
、Ｗ
Ｒ
Ｏ
が
発
出
さ
れ
ず

と
も
、
原
則
と
し
て
、
同
自
治
区
が
関
与
す

る
製
品
の
米
国
へ
の
輸
入
が
禁
止
さ
れ
る
こ

と
と
な
り
ま
し
た
。
す
な
わ
ち
、
同
自
治
区

で
一
部
で
も
生
産
・
製
造
・
採
掘
さ
れ
た
製

品
は
全
て
強
制
労
働
に
よ
る
も
の
と
推
定
さ

れ
る
こ
と
と
な
っ
た
の
で
す
。

日
本
企
業
と
し
て
は
、
製
品
の
輸
入
が
差

し
止
め
ら
れ
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
に
も
、

平
時
か
ら
人
権
デ
ュ
ー
デ
ィ
リ
ジ
ェ
ン
ス
を

実
施
し
、
自
社
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
上
に

お
い
て
製
品
が
強
制
労
働
に
依
拠
し
て
い
な

い
こ
と
等
を
確
認
し
、
明
確
か
つ
説
得
力
の

あ
る
証
拠
を
提
出
で
き
る
よ
う
準
備
し
て
お

く
必
要
性
が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。

Profile

山川 和也 弁護士 Kazuya Yamakawa

国際法務、渉外法務全般を取り扱う。最近は、
日本企業による海外会社の買収案件、海外法
人による日本国内での破産手続参加のサポー
トなどの案件を取り扱っている。

近年、米中通商関係の緊張が続く中、米国からの経済的圧力に伴い、2018年輸出管理改革法

（ECRA）とその下位規範である米国商務省が定める米国輸出管理規則（The  Expor t  

Administration Regulations（EAR））の適用可能性が問題となるケースが増えています。

具体的には、日本企業が海外への越境取引をする場合に、ECRAが適用される可能性がありま

す。すなわち、同法は、米国から物品等を輸出する米国企業に対してだけでなく、いわゆる再輸

出、つまり米国から輸入した物品等をさらに第三国に向けて輸出する際にその非米国企業（例え

ば、日本企業）や個人に対しても適用され得ます。

同法は、米国の国家安全保障を維持する観点から、米国政府が輸出を規制する必要がある品目

を指定し、これらの輸出を制限ないし禁止する国、地域、輸入者等の仕向け先を指定して、その

対外輸出については許可を義務付けて、当該品目の輸出及び再輸出を規制しています。規制対

象となる物品は、①米国製品又は産品だけでなく、②外国製品又は産品で微少量以上の規制対

象米国製品を含むもの、③規制対象である米国技術又はソフトウェアを用いて製造される外国

製品又は産品も含まれます。

輸出が規制される品目や仕向け先は、ECRAの下位規範であるEARにより具体化されています。

主に化学物質、コンピューター、センサー及びレーザーなど、兵器の開発に転用可能な品目が規

制対象品目とされており、また、品目に応じて、輸出が制限又は禁止される仕向け先が指定され

ています。

EARの規制対象となる品目や仕向け先等は日々アップデートされて

おり、その適用可能性について微妙な判断となる場合があります。詳

しくは専門家にご相談いただくことをお勧めします。

企
業
も

し
っ
か
り
と

対
応
を
！


